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地域金融機関の地元預貸率に関する一考察
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要約：地元預貸率とは，特定地域における金融機関の預金残高に対する貸出金残高の比率である。しかし，
政策的観点から議論されるとき，地元預貸率は「地元で吸収した預金を貸出としてどれだけ地元に還元して
いるかをあらわす」比率として議論されることがある。この定義は主流派経済学の貨幣乗数アプローチに基
づく考え方であり，ポスト・ケインズ派の議論やいわゆる「日銀理論」の展開を踏まえると，この定義の問
題点が明らかになる。この点を看過して政策論を展開すると，原因と結果を取り違えて，誤った政策を行う
ことになりかねない。現実には，銀行の貸出は無準備の預金設定によって行われる。銀行部門全体にとって
必要となる準備金は，銀行信用が創造された後に中央銀行によって供給され，市中銀行の限界的な現金準備
調達コストであるコールレートは中央銀行によって決定される。こうした理解のもとで，地元預貸率は銀行
貸出の資金使途に依存することを明らかにする。さらに，近年の金融機関の中小企業向け貸出の動向や，地
元預貸率や業態別預貸率の推移を考察する。
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１）徳永（2003）24頁。

はじめに――問題の所在

　1990年代以降の金融バブルの崩壊や1997・98年の
金融危機は実体経済に深刻な打撃を与えてきた。金
融バブルの崩壊や金融危機は，地域金融機関の中小
企業に対する「貸し渋り」や「貸し剥がし」を引き
起こし，地域経済を衰退させたと指摘されて久し
い。こうした事態を地域政策の観点から考察すると
き，地域金融機関に対する自己資本比率規制を主軸
とする金融行政が問題とされ，地域金融機関の地元
預貸率の高さが「金融の円滑化」の指標とされてき
た嫌いがある。
　自己資本比率規制を主軸とする金融行政の問題
は，伊東（1999）を初めとする多くの論者によって
指摘されてきたところであり，筆者も自己資本比率

規制の機械的な適用は問題であると考えている。し
かし，自己資本比率規制に代えて，地域金融機関の
地元預貸率を規制対象にすることには大いに慎重で
あるべきだと考える。
　というのは，地元預貸率は，特定地域における金
融機関の預金残高に対する貸出金残高の比率に過ぎ
ない。定義としては，これ以上でも以下でもない。
しかし，政策的観点から議論されるとき，地元預貸
率は「地元で吸収した預金を貸出としてどれだけ地
元に還元しているかをあらわす」１）比率として議論
されることがある。地元預貸率をこのように捉える
と，行政が金融機関に対して一定比率以上の預貸率
あるいは地元預貸率を達成させることを規制によっ
て実現し，地元で吸収した預金は地元で貸出に回す
べきという議論に陥りかねない。
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20％を準備金として保有し，残りの800ドルを企業
A に貸し出す。このとき，第一銀行のバランス
シート（B/S）は次のようになる。

第一銀行の B/S
資産 負債

準備金 200 預金 1,000
貸出 800 　

第一銀行の貸出先（借り手）企業 A がこの800ドル
を企業 B に支払い，企業 B がそれを第二銀行に預
金する。第二銀行が企業 C に貸出を行うと，第二
銀行の B/S は次のようになる。

第二銀行の B/S
資産 負債

準備金 160 預金 800
貸出 640 　

第二銀行の貸出先企業 C がこの640ドルを企業 D に
支払い，企業 D がそれを第三銀行に預金する。第
三銀行が企業 E に貸出を行うと，第三銀行の B/S
は次のようになる。

第三銀行の B/S
資産 負債

準備金 128 預金 640
貸出 512 　

このプロセスはさらに続き，貨幣が預金されて，貸
出が実行されるたびに，貨幣が創造されていく。
　最終的には，経済全体でどれだけの貨幣が創造さ
れるのか。Mankiw（2010）によれば，準備率をrr
とすると，次のようになる。

元の預金 ＝1,000
第一銀行の貸出 ＝（1−rr）×1,000
第二銀行の貸出 ＝（1−rr）2×1,000
第三銀行の貸出 ＝（1−rr）3×1,000

マネーサプライ
の総額

＝ ［1＋（1−rr）＋（1−rr）2＋
（1−rr）3＋…］×1,000

　 1＝〔　〕×1,000　 rr

　地元預貸率は「地元で吸収した預金を貸出として
どれだけ地元に還元しているかをあらわす」比率で
あるという定義は，主流派経済学の貨幣乗数アプ
ローチに基づく考え方であり，銀行信用を巡る理論
的に重大な問題が含まれている。すなわち，後述す
る Kaldor（1982）を嚆矢とするポスト・ケインズ
派の議論やいわゆる「日銀理論」の展開を踏まえる
と，この定義の問題点が明らかになる。この点を看
過して政策論を展開すると，原因と結果を取り違え
て，誤った政策を行うことになりかねない。
　本稿では，まず銀行信用を巡る理論的考察を行
う。次に，銀行信用の考察を踏まえて地元預貸率を
理論的に考察する。これによって，地元預貸率は

「地元で吸収した預金を貸出としてどれだけ地元に
還元しているかをあらわす」比率ではないことを明
らかにする。その後に，近年の金融機関の中小企業
向け貸出の動向や，地元預貸率や業態別預貸率の推
移を考察する。

１．銀行の信用創造を巡って
――貨幣乗数アプローチと「日銀理論」

銀行の信用創造①――部分準備銀行制度
　本節では，銀行の信用創造を巡る理論を整理・考
察する。まず経済学のテキストブックでお馴染みの
主流派経済学の貨幣乗数アプローチについて考察す
る。ここでは経済学のテキストブックとして世界的
なベストセラーの一つである Mankiw（2010）に登
場する貨幣供給モデルを取り上げる。
　部分準備銀行制度（fractional-reserve banking）
では，銀行は預金のうちの一部を準備金（reserves）
として保有する。預金に対する準備金の比率は準備
率（reserve ratio）と呼ばれる。この比率は政府の
規制や銀行の方針によって決定され，中央銀行や政
府は銀行の保有すべき最低限の準備である法定準備
を設定している。銀行は法定準備を超える準備金を
保有することができるが，これは超過準備と呼ばれ
る。
　Mankiw（2010: Ch.19）による部分準備銀行制度
の説明では，準備率は20％と仮定されている。第一
銀行は貨幣1,000ドルを預金として受け入れ，その
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右辺の分母と分子をD で割ると，次式を得る。

　　　　　　　　　　  C　　　　　　　　　　 　＋1　　　　　　　　M　 D　　　　　　　　 　 ＝　　　　　　　　　　　 B  　 C　  R　　　　　　　　 　　 　＋　　　　　　　　　　　  D　 D

ここで C　D は現金・預金比率cr であり， R　D は準備
率rr であるので，B を左辺から右辺に移項してM
について解くと次式を得る。

　　　　　　　　　　 cr＋1　　　　　　　　M ＝　　　 ×B　　　　　　　　　　 cr＋rr
この式から，マネーサプライM は現金・預金比率
cr，準備率rr，マネタリーベースB の３つの外生
変数に依存し，マネタリーベースB の増減と比例
的に増減することが分かると Mankiw（2010）は主
張している。
　 cr＋1　　　cr＋rr は貨幣乗数（money multiplier）m と呼ば
れ，マネーサプライM は次式で示される。
　　　　　　　　M ＝m×B
Mankiw（2010）によれば，マネタリーベースはマ
ネーサプライに対する乗数効果を持つので，ハイパ
ワード・マネーと呼ばれることもある。Mankiw

（2010）は，マネタリーベースはその貨幣乗数倍の
マネーサプライを創出すると主張している。
　このように，一般に主流派経済学の貨幣乗数アプ
ローチは，マネタリーベースの増加によってその貨
幣乗数倍のマネーサプライが創出されると考える。
つまり，マネタリーベースの増加→マネーサプライ
の増加という因果関係を想定している。さらに，貨
幣乗数が「安定的」であると考えるため，中央銀行
はマネタリーベースをコントロールすることによっ
て，マネーサプライをコントロールすることができ
ると考えるのである。

ポスト・ケインズ派の信用創造論と「日銀理論」
　貨幣供給の内生性を主張するポスト・ケインズ派
の議論は，主流派経済学の貨幣乗数アプローチに対
して重大な問題提起をしている。貨幣供給の内生性
とは，マネーサプライをモデルの外で決定すること

1,000ドルの元の預金（original deposit）２）は，部分
準備銀行制度おいて，準備率の逆数倍の5,000ドル
のマネーサプライを創造することができる。
　なお，Mankiw（2010: 550）の指摘するように，
部分準備銀行制度は貨幣を創造するけれども，資産

（wealth）を創造するわけではない。銀行の貸出は
貨幣の創造であると同時に，借り手の銀行に対する
負債の創造でもあるので，銀行貸出自体が借り手の
富を増やすわけではない。言い換えると，「部分準
備銀行制度による貨幣の創造は，富ではなく，経済
の流動性を増加させるのである」３）。

銀行の信用創造②――貨幣乗数アプローチ
　次に，預金の流出を考慮した Mankiw（2010）の
貨幣供給モデルを整理しよう。このモデルには，次
の３つの外生変数がある。
　マ ネタリーベースB：非銀行部門の保有する現金

通貨C と銀行の保有する準備金R の合計。ハ
イパワード・マネーと呼ばれることもある。中
央 銀 行 で あ る 連 邦 準 備（Federal Reserve，
Fed）が直接コントロールできると想定されて
いる。

　準 備率（reserve-deposit ratio, reserve ratio）
rr：預金に対する準備金の比率。政府の規制や
銀行の方針によって決定される。

　現 金・預金比率（currency-deposit ratio）cr：預
金に対する現金通貨の比率。家計の保有したい
貨幣形態に関する選好を示す。

Mankiw（2010）によれば，マネーサプライM は
現金通貨C（currency）と要求払い預金D（demand 
deposits）の和である。また，マネタリーベースB
は現金通貨C と準備金R の和である。

　　　　　　　　M ＝C＋D
　　　　　　　　 B  ＝C＋R
最初の方程式を二番目の方程式で割ると，次式を得
る。

　　　　　　　　M 　 C＋D　　　　　　　　 　 ＝　　　　　　　　　　　 B   　C＋R

　 　
２）これを本源的預金（primary deposit）と呼ぶこともある。
３）Mankiw（2010）p.550.
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務を負うことによって行われる。銀行部門全体に
とって必要となる準備金は，銀行信用が創造された
後に，中央銀行によって供給される。したがって，
マネタリーベースとマネーサプライの現実の因果関
係は，マネーサプライ→マネタリーベースである。
また，銀行部門全体にとって必要となる現金準備が
中央銀行によって供給されるため，市中銀行の限界
的な現金準備調達コストであるコールレートは，中
央銀行によって決定される。中央銀行の決定する
コールレートは金利体系の起点となる。以上の議論
は，不換制（管理通貨制）下において一般的に妥当
する。
　こうした現実認識からスタートする信用創造論
は，内生的貨幣供給理論と呼ばれる。近年，日本銀
行の関係者が展開しているいわゆる「日銀理論」
は，こうしたポスト・ケインズ派の銀行の信用創造
論と符合する部分がある。
　もっともポスト・ケインズ派の内生的貨幣供給理
論には，さまざまなバリエーションがある６）。ポス
ト・ ケ イ ン ズ 派 の 中 で も，Kaldor（1982） や
Moore（1988）を嚆矢とするホリゾンタリストと呼

ができる外生変数ではなく，モデルの中で決定され
る内生変数として捉えるべき性質，という意味であ
る。
　その先駆的な議論の一つとして，Kaldor（1982）
が挙げられる。Kaldor（1982）によれば，信用貨幣
経済の場合には，マネーサプライは貨幣需要によっ
て決定され，名目利子率は中央銀行によって決定さ
れる。というのは，信用貨幣経済では，貨幣需要を
超えるマネーサプライは，銀行債務の返済を通じて
消滅するため，貨幣は需要されて初めて現れるから
である。カルドアは，LM 分析において貨幣供給曲
線を水平に描くのが適切であると主張する（図１）４）。
すなわち，カルドアの理論においては，マネーサプ
ライは貨幣需要によって決定され，名目利子率は中
央銀行によって決定される。これを IS／LM 分析の
フレームワークで表現すると，LM 曲線は水平線に
なる（図２）５）。
　現実には，銀行の貸出は，無準備の預金設定に
よって，無準備の預金債務を負うことによって行わ
れる。貸出だけではなく，銀行の証券形態での資産
運用等あらゆる銀行信用の創造は，無準備の預金債

　 　
４）Kaldor（1982）p.24.
５） Kaldor（1982）の水平な貨幣供給曲線を，IS／LM 分析のフレームワークにおいて定式化した理論としては，竹田（1997）

を参照されたい。なお，図２の横軸は国民所得Y，縦軸は実質利子率r，右下がりの曲線が IS 曲線，水平線が LM 曲
線である（LM 分析において決定される利子率は名目利子率であるが，硬直的なインフレ率の仮定の下で，IS／LM 分
析において決定されるのは実質利子率である）。

６）ポスト・ケインズ派の内生的貨幣供給理論については，渡辺（1998）および内藤（2011）を参照されたい。

図１．カルドアのLM分析
出所：Kaldor（1982）p.24.

図２．LM曲線が水平となる IS／LM分析
出所：竹田（1997）88頁，第７図。
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する金利水準→経済活動の変化→マネーサプライの
増減というルートで決定され，マネーサプライの大
宗をなす銀行預金の一定比率（この比率は，超過準
備を除けば，法定準備率になる）が，準備金として
日銀に「後積み」されることによって，マネタリー
ベースが決定される。市中銀行が準備金を「後積
み」できるよう，日銀はマネタリーベースを事後的
かつ受動的に供給せざるを得ないのであり，した
がって，日銀のマネタリーベース・コントロール
は，金利誘導による間接的なものになる。つまり，
マネタリーベースの増減は，金融政策の起点ではな
く結果であり，金融政策の起点はコールレートの操
作である。「日銀理論」によれば，貨幣乗数アプロー
チが想定しているマネタリーベースの増加→マネー
サプライの増加という因果関係が実際には存在せ
ず，現実の因果関係はその逆であるということにな
る９）。
　「日銀理論」の旗手である翁邦雄氏（日本銀行調
査統計局企画調査課長・当時）によれば，日銀は主
として日銀貸出を通じてではなく，短期金融市場を
通じて資金需給の穴埋めをする。この意味で，日銀
の金融調節方式は，コールレート・コントロール方
式といわれる10）。日銀は，日銀貸出およびその回収
によって市中銀行の貸出コストを変動させるだけで
なく，コールレート・コントロール（金利誘導）
よって，市中銀行の限界的な現金準備調達コストを
決定するのである。
　それでは，日銀のコールレート・コントコールは
どのようにして行われるのか。元日銀理事の鈴木淑
夫氏は，次のように解説する。
　 「準備預金制度では，16日から翌月15日までの日

ばれる論者は，貨幣供給の利子弾力性が無限大とな
るような水平な貨幣供給曲線を描く（図１）。
　 こ れ に 対 し て，Pollin（1991），Palley（1991），
Wray（1990）などを嚆矢とする構造的貨幣内生ア
プローチを展開する論者は，ケインズの流動性選好
説を内生的貨幣供給理論に取り込もうとする。彼ら
は水平な貨幣供給曲線を批判し，正の傾きを持つ

（右上がりの）貨幣供給曲線を描き，公定歩合を除
く利子率は貨幣市場で決定されると主張する。すな
わち，構造的貨幣内生アプローチにおいては，利子
率は貨幣供給と同様に内生的であると想定してい
る７）。
　ポスト・ケインズ派の内性的貨幣供給理論を考察
した内藤（2011）は，「短期利子率は基本的には中
央銀行が決定しているが，それでも，貸出利率や預
金利率には特に銀行の流動性選好が影響を及ぼし，
また，長期利子率には市場参加者の流動性選好が作
用する」８）と指摘している。こうしたポスト・ケイ
ンズ派の議論は，後述する「日銀理論」やニューケ
インジアンの Jones（2011）の IS／MP 分析と整合
的であると思われる。というのは，「日銀理論」や
IS／MP 分析は，コールレートや FF レートのよう
なごく短期の金利は中央銀行が操作可能である想定
しているからである。

「日銀理論」とは
　「日銀理論」とは，日銀がマネタリーベースを直
接にはコントロールできないという「理論」であ
る。「日銀理論」によれば，マネーサプライはマネ
タリーベースの増減→マネーサプライの増減という
ルートで決まるのではなく，コールレートを起点と

　 　
７） 渡辺（1998: 181）によれば，「構造的アプローチにおいてフェデラル・ファンド・レートiF は，利子率政策の裁量の範

囲内あるいは政策の起点という意味では外生性をもちうるが，貨幣供給プロセスをつうじる市場諸力の作用によって，
内性的性質を帯びた変数になると考えられている。」

８） 内藤（2011）240-241頁。内生的貨幣供給理論を巡る近年のポスト・ケインズ派の議論において，この見解がもっとも
妥当と思われる。内藤（2011）によれば，こうした見解は「フランス，イタリアにおいて内生的な貨幣供給を採用し
て，マクロ経済的な枠組みを展開している貨幣的循環理論（theory of monetary circuit, monetary circulation theory）」

（内藤2011: 49）を，ポスト・ケインズ派に導入しようとする試みである。「この理論は，ポスト・ケインジアン内部の
論争との関連では，ホリゾンタリストに近く，論争の軸は，貨幣的循環論的な枠組みとストラクチュラリズムの間に移
行している」（内藤2011: 49）という。なお，貨幣的循環理論の代表的な英語文献としては，論文集である Deleplace 
and Nell（1996）がある。

９）本項の考察は竹田（1995）に負うところが大きい。
10）翁（1993）46-47頁。
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ロールするといえる。
　以上の考察から，マネタリーベースとマネーサプ
ライの現実の因果関係は，現行制度（不換制，管理
通貨制度）においては，マネーサプライ→預金→準
備金→マネタリーベースであること，および，コー
ルレートは中央銀行が直接的にコントロールしてい
ること，この二つが確認できる。

近年の主流派経済学の革新
――LM曲線からMP曲線へ
　主流派経済学は一般均衡理論（不均衡動学を含む
広義のそれ）として展開されてきたが，これは「す
べてのものは他のすべてものに依存している」と考
える「同時決定モデル」である。こうしたモデルに
おいて，貨幣供給の内生性を仮定するならば，マネ
タリーベースとマネーサプライも同時決定されるモ
デルとなる。貨幣供給の内生性を想定するモデルに
おいて，中長期の利子率を内生変数とし，短期の名
目利子率を外生変数とすることもできるだろう。
　実際に主流派経済学においても，貨幣供給の内生
性を想定するモデルは研究されている。近年では
Mankiw（2010）と並んで経済学のテキストブック
の世界的なベストセラーである Jones（2011）にお
いては，貨幣供給の外生性を想定する IS／LM 分析
ではなく，貨幣供給の内生性を想定する IS／MP 分
析が登場する。主流派経済学のテキストブックにお
ける短期の貨幣市場分析のフレームワークが，LM
分析から MP 分析に革新されているのである14）。
　IS／MP 分析に登場する MP 曲線とは，金融政策
曲線（Monetary Policy Curve）のことであり，MP
分析においては FF レートのような短期の名目利子
率が外生変数となる。こうした短期の名目利子率は
政策金利と呼ばれ，中央銀行が決定できるとされて
いる。硬直的なインフレ率の仮定（sticky inflation 

銀預け金の「平均」残高を規定どおり積むように
要求しているので，日本銀行が日銀預け金の範囲
内でベース・マネー（マネタリーベースと同意――
引用者）の供給を不足気味にしていくと，準備預
金の「積みの進捗率」が遅れてくる。インターバ
ンク市場ではこれを金利高目誘導のシグナルと見
て，金利が低いうちに積もうとして資金需要が強
まり，資金供給が減り，コール・レートは結局上
昇する。逆に金融緩和のときは，ベース・マネー
を余り気味に供給するので「積みの進捗率」が進
みすぎ，インターバンク市場は金利低目誘導のシ
グナルと見て資金需要は弱まり，資金供給は増
え，コール・レートが低下する。日本銀行は目標
金利のシグナルをもっとはっきり示したいときに
は，CP の指値オペをすることもある。」11）

　市中銀行が積むべき所用準備は，前月の預金量と
準備率からほぼ「先決」されており，日銀は積み期
間を通算すれば市中銀行が平残ベースで所用準備を
積めるようにマネタリーベースを供給する。市場参
加者は，経験的にこうしたことを知っているため，
コールレート・コントロールは，市場に対する金利
誘導のシグナルとして機能すると同時に，市中銀行
の限界的な現金準備調達コストを決定する。
　Mankiw（2010）の貨幣供給モデルでは，金融政
策の３つの手段として，①公開市場操作（open-
market operations）， ② 法 定 準 備 制 度（reserve 
requirements），③公定歩合（discount rate）が挙
げられている12）。
　これに対して，日銀による「積みの進捗率」操作
を重視するならば，金融政策の手段は次の３つにな
る。すなわち，①日銀貸出およびその回収，②法定
準備率操作13），③短期金融市場における公開市場操
作である。①と②は短期金融市場における準備金需
要を変動させ，③はコールレートを直接的にコント

　 　
11） 鈴木（1993）197-198頁。なお，このような準備預金の積立て方式は，「部分的後積み方式」と呼ばれる（日本銀行金融

研究所編 2011: 105頁の脚注10）。
12）Mankiw（2010）p.552-553.
13） わが国においては，法定準備率操作は1991年10月を最後に行われていない。法定準備率操作は，短期金融市場の発達し

た主要国において，金融政策の手段として利用されない傾向にある。日本銀行金融研究所編（2011）106頁の脚注14を
参照。

14）MP 曲線は Romer（2000）において提唱されている。
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預貸率は「『金融ジャーナル』誌の「金融マップ」
各年版に掲載されている地方銀行・第二地銀の地元
都道府県内での預金・貸出金数値（３月末残高ベー
ス）に基づいて算出された地元内だけの預貸率」17）

である。
　銀行融資が地元預貸率に与える影響について，銀
行の貸出は無準備の預金設定によって行われるとい
う視座から，次の３つの設例で考察しよう。
　第一に，愛知県の銀行 X が県内の企業 A に設備
投資資金を融資し，企業 A がその資金で東京都の
企業 B から設備を購入し，東京都の企業 B はその
資金を東京都の銀行 Y に預金するケースを考える。
この場合，他の事情を一定とすると，愛知県の預金
残高は銀行 X の融資の実行とともに増大するが，
企業 A の企業 B への支払いとともに預金が県外に
流出するので，愛知県の預金残高は結果として増大
しない。銀行 X の融資の実行とともに，愛知県の
貸出金残高は増大するので，愛知県の地元預貸率は
上昇する。他方，東京都の貸出金残高は変化しない
が，支払いを受けた企業 B が銀行 Y に預金するの
で，東京都の預金残高は増大し，東京都の地元預貸

assumption）を置くことによって，フィッシャー
方程式を通じて実質利子率が決定され，IS／MP 分
析において MP 曲線は水平線で描かれる。図３に
は，横軸が自然失業率に規定される潜在的成長率
Y
〜
，縦軸が実質利子率R となるグラフに，右下がり

の IS 曲線と水平な MP 曲線が描かれている15）。MP
曲線は，横軸が国民所得（産出量），縦軸が名目利
子率である LM 分析のグラフに描かれるカルドア
の水平な LM 曲線と同様に，貨幣供給の内生性を
想定している16）。
　Jones（2011）のモデルでは，IS／MP 分析にお
いて短期産出量が決定され，さらにフィリップス曲
線を通じてインフレ率が決定される。これが短期マ
クロモデルの構造である。グレゴリー・マンキュー
もチャールズ・ジョーンズもニューケインジアンと
呼ばれる今日の主流派経済学を代表する経済学者で
あるが，貨幣供給の内生性は現在では主流派経済学
のテキストブックにも登場し始めたのである。

２．地元預貸率を巡って
――地元預貸率は銀行貸出の資金使途に依存する

　前節の考察から，預金は銀行の貸出によって創造
されることを確認した。ここでいう貸出とは，銀行
の証券形態での資産運用等を含む広義の信用供与で
ある。主流派経済学の貨幣乗数アプローチでは，元
の預金（original deposit）や本源的預金（primary 
deposit）が銀行貸出を通じて新たな預金を創造す
ると考えるが，これは現実とは異なるフィクション
である。現実には，銀行の貸出は無準備の預金設定
によって行われる。
　したがって，地元預貸率は「地元で吸収した預金
を貸出としてどれだけ地元に還元しているかをあら
わす」比率ではない。地元預貸率は，特定地域にお
ける金融機関の預金残高に対する貸出金残高の比率
に過ぎない。数坂（1996）の算出法に従うと，地元

図３．IS／MP分析におけるMP曲線
出所：Jones（2011）p.304，Figure12.3.

　 　
15） 図３について，「MP 曲線は中央銀行によって決定された実質利子率を示す。このグラフでは，中央銀行は実質利子率

を資本の限界生産性r〜 と等しくなるように設定すると仮定した」（Jones 2011: 304）。
16） なお，Romer（2000: 157），Figure3には，横軸が産出量，縦軸が実質利子率となる IS／MP 分析のグラフに，右下が

りの IS 曲線と，これと交差する水平な MP 曲線が描かれている。
17）数坂（1996）52頁。
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力のみならず，銀行の貸出行動や企業や家計などの
非銀行部門の行動によって決定される。他方，貸出
金残高は銀行の貸出行動によって増減するが，銀行
貸出の資金使途によって，地元預貸率は上昇する場
合もあれば，低下する場合もある。一般に，銀行か
ら貸し出された資金が地元で支出される場合，すな
わち銀行が地域経済を活性化するような企業や産業
に融資するならば，地元預貸率は上昇する。しか
し，そのような企業や産業を地元に見出し得ないな
らば，銀行は預貸率を上昇させることはできない。

３．中小企業向け貸出の動向と地元預貸率・
業態別預貸率の推移

中小企業向け貸出の動向
　表１は金融機関別の中小企業向け貸出残高の前年
比の推移である。国内銀行勘定合計とは，都市銀
行・地方銀行・第二地方銀行およびその他銀行の勘
定合計を指す。国内銀行の中小企業向け貸出残高は
2003年末まで大きく減少し，円安を背景にした外需
主導の景気回復が鮮明になる2004年には減少幅が縮
小し，景気拡大が続いた2005・06年には増加に転じ
ている。米国のサブプライムローン問題が表面化し
た2007年には，国内銀行の中小企業向け貸出残高は
再び減少に転じ，2008年９月のリーマンショック後
の2009年末には前年比のマイナス幅を拡大してい
る。
　中小・零細企業との取引の多い信用金庫・信用組

率は低下する。
　第二に，愛知県の銀行 X が県内の企業 A に運転
資金を融資し，企業 A がその資金で従業員の給与
や地元の仕入先への代金の支払を行うケースを考え
る。従業員や仕入先が愛知県内の居住者の場合，一
般に従業員や企業はその資金を県内の銀行に預金す
る。県内の銀行（X 銀行や県内の他行）に入金さ
れた資金は，従業員の消費や仕入先企業の支払に
よって流出するが，その支払先も県内企業等であれ
ば，その一部は再び県内の銀行に預金として流入す
る。この場合，従業員の消費や仕入先企業の支払に
よって，預金の一部は現金として非銀行部門に流出
するが，愛知県の預金残高・貸出金残高は増大す
る。この結果，当初の預貸率が100％を下回る場合
には，愛知県の地元預貸率は上昇する。
　第三に，愛知県の銀行 X が県内の企業 A に設備
投資資金を融資し，企業 A がその資金で愛知県の
企業 C から設備を購入し，この企業 C はその資金
を愛知県の銀行 Z に預金するケースを考える。こ
の場合，他の事情を一定とすると，愛知県の預金残
高は銀行 X の融資の実行とともに増大し，企業 A
の企業 C への支払いとともに銀行 X からは預金が
流出するが，県内の銀行 Z に企業 C の預金が流入
するので，愛知県の預金残高は増大したままであ
る。銀行 X の融資の実行とともに，愛知県の貸出
金残高は増大するので，当初の預貸率が100％を下
回る場合には，愛知県の地元預貸率は上昇する。
　このように預金の流入・流出は銀行の預金獲得努

表１．金融機関別の中小企業向け貸出残高の前年比

年末
国内銀行
銀行勘定

合計

国内銀行
信託勘定

他
信金 信組 合計

合計
（信託勘定

を除く）

政府系
金融機関

中小企業向け
貸出残高

中小企業向け
貸出残高

（信託勘定を除く）
2001 −6.9％ 3.6％ −5.0％ −10.1％ −6.7％ −6.8％ −1.7％ −6.3％ −6.4％
2002 −8.2％ −17.2％ −4.9％ −25.0％ −8.5％ −8.3％ −2.8％ −7.9％ −7.8％
2003 −8.3％ −20.8％ −2.8％ −1.1％ −7.2％ −7.1％ −1.8％ −6.7％ −6.6％
2004 −2.7％ −10.5％ −1.7％ 0.0％ −2.4％ −2.4％ −2.2％ −2.5％ −2.4％
2005 1.2％ 11.8％ 1.0％ 1.1％ 1.2％ 1.2％ −5.0％ 0.6％ 0.5％
2006 5.3％ −10.5％ 1.4％ 1.1％ 4.3％ 4.4％ −5.6％ 3.3％ 3.4％
2007 −1.0％ −11.8％ 0.5％ 1.1％ −0.8％ −0.7％ −4.7％ −1.1％ −1.1％
2008 −0.6％ −20.0％ 1.7％ 0.0％ −0.3％ −0.2％ −4.9％ −0.7％ −0.5％
2009 −3.5％ −16.7％ −0.5％ −1.1％ −2.9％ −2.9％ 4.7％ −2.3％ −2.2％
2010 −2.2％ −40.0％ −1.9％ 0.0％ −2.2％ −2.0％ 0.9％ −1.9％ −1.8％
2011 −1.3％ −33.3％ −1.0％ 1.1％ −1.3％ −1.2％ 0.9％ −1.1％ −1.0％

出所：中小企業庁『中小企業白書』各号より筆者作成。日本銀行「金融経済統計月報」他より中小企業庁調べ。
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年以降の外需主導の景気回復を謳歌した愛知県，大
阪・京都・兵庫・滋賀・奈良・和歌山の関西２府４
県からなる関西圏，「就業者数（率ではなく絶対数）
が，日本の都道府県で唯一順調に増加してきた
県」19）である沖縄県を見てみよう。
　図４は地元預貸率の推移であるが，首都圏の預貸
率は1990年代後半以降2006年３月期まで顕著に低下
している。関西圏や愛知県の預貸率も，1990年代以
降2006年３月期まで低下し，その後も低水準で横這
いである。
　これに対して，「衰退する地方」の代表である青
森県の預貸率は1990年代後半には上昇し，近年は緩
やかな低下傾向にある。沖縄県の預貸率は変動はあ
るものの，2000年代以降の明確な低下傾向は認めら
れない。
　表１の中小企業向け貸出残高の前年比は，外需主
導の景気拡大が続いた2005・06年を除いて一貫して
マイナスであったことからも分かるように，貸倒れ
となるリスクの低い国内の資金需要の低迷は全国的
傾向である。つまり，地元預貸率の分子となる優良

合の中小企業向け貸出残高は，外需主導の景気拡大
が続いた2005・06年には増加に転じている。リーマ
ンショックの2009年には前年比がマイナスに転じる
が，国内銀行の減少幅よりは小幅にとどまってい
る。
　政府系金融機関とは，商工組合中央金庫および日
本政策金融公庫（旧中小企業金融公庫および旧国民
生活金融公庫）を指す。政府系金融機関の中小企業
向け貸出残高は，外需主導の景気回復が鮮明になる
2004年以降その減少率が顕著になり，中小企業向け
貸出残高は2008年まで減少している。リーマン
ショックの2009年には前年比は4.7％のプラスに転
じ，政府系金融機関が民間金融機関の貸出残高の減
少を補っている格好である。

地元預貸率と業態別預貸率
　民間金融機関の地元預貸率を地域間で比較・考察
するために，「「衰退する地方」の代表として，特に
景気の悪い地方の一つである青森県」18），東京・神
奈川・千葉・埼玉の１都３県からなる首都圏，2003

　 　
18）藻谷（2010）62頁。
19） 藻谷（2010）84頁（括弧内も原文）。なお，本稿において，青森県，首都圏，愛知県，関西圏，沖縄県の預貸率を取り

上げるのは，藻谷（2010）が小売指標と個人所得のデータを用いてこれらの経済圏や県を考察しているためである。

図４．地元預貸率の推移
出所：金融ジャーナル編『金融マップ』各年版より筆者作成。
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　やはり1990年代後半以降，大手銀行の預貸率の落
ち込みが顕著である。また，1999〜02年度の４年間
に25金庫が破綻した信金や，1998〜02年度の５年間
に117組合が破綻した信組23）も，2000年代前半まで
の預貸率の低下が顕著である。
　これに対して，地銀・第二地銀の預貸率は，1990
年代後半以降2000年代前半まで低下しているが，そ
の程度は大手銀行や信金・信組に比べて相対的に軽
微である。
　このように業態別預貸率の動向は，分子となる優
良な貸出先が全国的に不足するなかで，分母となる
地域の預金残高に相関する地域の人口増減によって
説明できる。
　それでは，地域の預金残高と地域の人口増減が相
関するのはなぜだろうか。それは預金残高がストッ
ク変数であるからである。すなわち，家計の預金残
高は所得（その一部は消費され，消費されない部分

な貸出先は全国的に不足している。
　他方，地元預貸率の分母となる預金残高はどう
か。藻谷（2007）によれば，地域の預金残高は「地
域経済指標ではなく人口増減に明確に相関」20）し，

「総人口についていえば，大都市の方が増加傾向に
ある」21）ので，「大都市ほど預金が増えるのに，貸
出先は増えない」22）。このため，首都圏や関西圏や
愛知県といった大都市の預貸率は低下が著しい。
　そうであるならば，大都市を基盤とする大手銀行
は，地方を基盤とする地銀・第二地銀・信金・信組
より預貸率の低下が顕著になるだろう。これを確認
するために，金融機関の業態別預貸率の推移を見て
みよう（図５）。ここでは1990年代以降，2010年３
月期をピークに預貸率を上昇させてきた労働金庫
や，2000年代後半以降，その預貸率が低位横這い水
準にある農協を除外して，大手銀行・地銀・第二地
銀・信金・信組の預貸率の推移を考察してみよう。

　 　
20）藻谷（2007）67頁。
21）藻谷（2007）67頁。
22）藻谷（2007）67頁。
23）金融審議会（2009）

図５．業態別預貸率の推移
出所：金融ジャーナル編『金融マップ』各年版より筆者作成。
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なければ地域経済の発展につながらないからだ。
　さらに，近年注目される地域金融機関の地域密着
型経営は，その結果として地元預貸率を上昇させる
ことが期待される。すなわち，銀行が地域密着型経
営で成果を上げることができるならば，それは融資
先企業や地域経済を活性化し，銀行自身の収益を向
上させ，結果として当該銀行の預貸率や地元預貸率
を上昇させる。銀行による取引先の経営改善支援や
ビジネスマッチングなどによって，融資先企業や地
域経済が活性化するならば，結果として預貸率は上
昇するのである。
　たとえば，銀行が取引先の経営改善を支援し，そ
の結果，当該取引先の経営が改善されて信用格付け
が上がるならば，その銀行が前期以前に引当ててい
た貸倒引当金は戻入れされ，貸倒引当金戻入益とし
て利益計上される。つまり，貸出先の信用格付けの
ランクアップは，銀行の収益向上につながるのであ
る。この意味で，銀行の経営改善支援による貸出先
の信用格付けのランクアップは，銀行と取引先の双
方にとって最も望ましい不良債権処理といえる25）。
こうした不良債権処理の進展が，銀行の健全経営や
地域経済の活性化に資することは言を俟たない。
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